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【中期計画 4、年度計画 4】 

平成 21 年度入学試験志願者数等調 

平成 21 年 4月 1 日 

学
部 

学科 日程 
入学

定員

志願

者数

志願

倍率

2次試験 

受験者数

合格

者数

追 加 

合格数 

最終実

質倍率

入学

者数

前期日程 80 421 5.3 401 80  5.0 80

後期日程 10 145 14.5 36 10  3.6 10

 

地域推薦枠 2 10 5.0 6 2  3.0 2

医
学
部 

学部計 92 576 6.3 443 92  4.8 92

中期日程 48 739 15.4 495 105 4 4.5 54

推薦Ａ 6 35 5.8 35 6  5.8 6

推薦Ｂ 6 40 6.7 40 6  6.7 6
薬学科 

学科計 60 814 13.6 570 117 4 4.7 66

中期日程 32 545 17.0 376 79  4.8 38

推薦Ａ 4 9 2.3 9 4  2.3 4

推薦Ｂ 4 10 2.5 10 4  2.5 4

生命 

薬科 

学科 
学科計 40 564 14.1 395 87  4.5 46

薬
学
部 

学部計 100 1,378 13.8 965 204 4 4.6 112

推薦Ａ 10 29 2.9 29 10  2.9 10

推薦Ｂ 30 96 3.2 96 30  3.2 30

前期日程 120 463 3.9 424 141  3.0 135

 

後期日程 70 710 10.1 362 74  4.9 59

経
済
学
部 

学部計 230 1,298 5.6 911 255  3.6 234

前期日程 40 86 2.2 85 46  1.8 41

後期日程 10 70 7.0 26 16  1.6 15

人間 

科学科 

学科計 50 156 3.1 111 62  1.8 56

前期日程 40 120 3.0 110 45  2.4 43

後期日程 10 65 6.5 33 15  2.2 14

現代社会 

学科 

学科計 50 185 3.7 143 60  2.4 57

推薦 5 41 8.2 25 5  5.0 5

前期日程 40 109 2.7 107 45  2.4 40

後期日程 10 80 8.0 26 14  1.9 13

国際文化 

学科 

学科計 55 230 4.2 158 64  2.5 58

前期日程 120 315 2.6 302 136  2.2 124

後期日程 30 215 7.2 85 45  1.9 42

人
文
社
会
学
部 

学
部
計 

学部計 155 571 3.7 412 186  2.2 171
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学
部 

学科 日程 
入学

定員

志願

者数

志願

倍率

2次試験 

受験者数

合格

者数

追 加 

合格数 

最終実

質倍率

入学

者数

推薦 4 25 6.3 25 4  6.3 4

前期日程 22 56 2.5 49 24  2.0 24

後期日程 14 65 4.6 34 14  2.4 13

ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

情報学科 

学科計 40 146 3.7 108 42  2.6 41

推薦 4 20 5.0 20 4  5.0 4

前期日程 28 57 2.0 52 31  1.7 29

後期日程 8 43 5.4 29 9  3.2 8

都市環境 

ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

学科 

学科計 40 120 3.0 101 44  2.3 41

前期日程 50 113 2.3 101 55  1.8 53

後期日程 22 108 4.9 63 23  2.7 21

芸
術
工
学
部 

学
部
計 

学部計 80 266 3.3 209 86  2.4 82

前期日程 70 125 1.8 116 77  1.5 70 

後期日程 10 85 8.5 28 16  1.8 16

看
護
学
部 学部計 80 210 2.6 144 93  1.5 86

推薦 75 315 4.2 295 75  3.9 75

前期日程 440 1,437 3.3 1,344 489  2.7 462

後期日程 142 1,263 8.9 574 168  3.4 148
合計 

中期日程 80 1,284 16.1 871 184 4 4.6 92

一般選抜等合計 737 4,299 5.8 3,084 916 4 3.4 777

（参考） 

平成 20 年度一般選抜等合計 
725 4,356 6.0 3,052 879 11 3.4 759

※数は帰国子女及び留学生等を除く一般選抜等の数 

※志願倍率＝志願者数÷入学定員 

※最終実質倍率＝2次試験受験者数÷（合格者数＋追加合格者数） 
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【中期計画 11、年度計画 10】 

「持続可能な社会形成コース」履修制度について 

 

 

1 趣 旨 

    

本学では課題解決型人材育成という教育目的に沿って、社会的課題に対してＮＰ

Ｏなどボランタリーな市民としての立場から解決に向け活動するのに必要な知識

や技能を、教養教育、各学部開講科目を学部横断的に履修することで体系的に学習

できる「コース履修制度」を平成 19 年度より設けています。 

コース履修科目に指定された科目群の中から、必要単位数を修得した学生には修

了証を交付します。 

 

 

２ 指定科目（別表１） 

 

   履修科目は 2 つの「群」から構成されています。ひとつは、解決されるべき社

会的課題そのものの理解に必要な科目（課題関連科目）群です。そしていまひとつ

は、ＮＰＯなどを組織して市民活動を発展させるのに必要な科目（市民活動関連科

目）群です。履修者はそれぞれの科目群から所定の単位を修得することとなります。 

   平成 2１年度開講プログラムは「循環型社会形成プログラム」、「次世代育成プロ

グラム」、「ユニバーサルデザインプログラム」の３つです。 

 

 

３ 修了に必要な単位 

 

   市民活動関連科目群から１０単位、各々のプログラムに応じた課題関連科目群か

ら１０単位、計２０単位以上を履修するものとします。 

 

 

４ 修了証交付時期 

 

   申請（成績証明書を添付）に基づき、必要単位を満たした学生の方に随時交付し

ます。 

 

 

５ 履修手続 

 

   所属学部開講科目以外の科目の履修にあたっては、「他学部履修届」を所属学部

事務室（経済学部及び人文社会学部の学生にあっては、教務課学務係）へ提出する

ものとします。 
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【中期計画 24、年度計画 27】 

名古屋市立大学看護学部臨床教授等に関する規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、名古屋市立大学看護学部（以下「看護学部」という。）におけ

る臨地実習に協力する医療機関等（以下「協力医療機関等」という。）の優れた看

護職者に対して、臨床教授、臨床准教授、臨床講師（以下「臨床教授等」という。

）の称号を付与するために必要な事項を定め、もって実践教育の充実を図ることを

目的とする。 

（臨床教授等の資格） 

第２条 臨床教授等として選考できる者は、看護学部と協力医療機関等との協定に基

づき実践教育の指導を行う看護職者のうち、優れた臨床能力及び教育能力を有し、

かつ、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 臨床経験を７年以上有する者 

(2) 学士以上の学位又はこれと同等の臨床能力及び教育能力を有する者 

(3) 年齢が 65 歳以下の者 

（選考方法） 

第３条 臨床教授等の選考は、看護学部教授等の推薦に基づき、看護学部臨床教授選

考委員会の審査を経た後、看護学部教授会（以下「教授会」という。）が行う。 

 （称号の付与） 

第４条 看護学部長(以下｢学部長｣という。)は、教授会の議に基づき理事長に申達し

、理事長は、申達に基づき称号を付与する。 

２ 臨床教授等の称号は、別記様式による文書を交付して本人に通知するものとする

。 

 （称号付与期間） 

第５条 臨床教授等の称号を付与する期間は１年以内とし、称号が付与された日の属

する年度を越えることはできない。ただし、当該期間を更新することができる。 

 （称号付与の取消） 

第６条 臨床教授等としてふさわしくない行為等が認めるときは、理事長は称号の付

与を取り消すことができる。 

 （給与） 

第７条 臨床教授等に対して、給与は支給しない。 

 （施設利用） 

第８条 臨床教授等に対して、総合情報センター等の必要な施設の利用を認めること

ができる。 

 （補則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、臨床教授等に関して必要な事項は教授会の議

を経て学部長が別に定める。 

 

   附 則 

 この発布の日から施行し、平成 20 年４月１日から適用する。 
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【中期計画 30、年度計画 35、36、37】 

国家試験合格率 

 

 19 年度 20 年度 

医師 

受験者  70 名 

合格者  69 名 

合格率 98.6％ 

（第 102 回医師国家試験） 

受験者  83 名 

合格者  81 名 

合格率 97.6％ 

（第 103 回医師国家試験） 

薬剤師 

受験者  85 名 

合格者  73 名 

合格率 85.9％ 

（第 93 回薬剤師国家試験） 

受験者  94 名 

合格者  71 名 

合格率 75.5％ 

（第 94 回薬剤師国家試験） 

看護師 

受験者  80 名 

合格者  80 名 

合格率 100％ 

（第 97 回看護師国家試験） 

受験者  79 名 

合格者  78 名 

合格率 98.7％ 

（第 98 回看護師国家試験） 

保健師 

受験者  80 名 

合格者  79 名 

合格率 98.8％ 

（第 94 回保健師国家試験） 

受験者  79 名 

合格者  79 名 

合格率 100％ 

（第 95 回保健師国家試験） 

助産師 

受験者  4 名 

合格者  4 名 

合格率 100％ 

（第 91 回助産師国家試験） 

受験者  4 名 

合格者  4 名 

合格率 100％ 

（第 92 回助産師国家試験） 

※受験者数、合格者数及び合格率はいずれも新卒者に関するもの 
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【中期計画46、年度計画56】

＜設　 置＞ 　教養教育を全学体制のもとに推進し、その実施について総括するとともに、教育の質を

管理する。

＜目　 的＞ 　教養教育の企画・立案、実施及びこれに関する部局間の調整並びに教養教育に関する

評価を行うことにより、教養教育の質的向上と充実を図る。

＜構成員＞ 推進機構長 理事（教育担当）

委　　員 各学部及び自然科学研究教育センターから選出された教授で、

(任期　2年) 学長が任命するもの、理事（教育担当）が指名する教員、及び教務課長

＜会   議＞ 教養教育推進機構会議 　

＜審議事項＞ 教養教育に関する次の各号に掲げる事項

（１）企画・立案及び実施 ＜目　 的＞ 教員の授業内容、方法等を改善し、

（２）部局間協力の推進 教育研究活動の質の向上を図るため組織的な研究、

（３）担当教員（非常勤講師を含む。）の配置 研修等に取り組む活動を推進する。

（４）予算及び学習環境の整備 ＜審議事項＞

（５）カリキュラム評価及び授業評価 （１）教養教育に係る自己点検・評価

（６）その他必要と認める事項 （２）教養教育に係るFDの企画及び立案

（３）その他教養教育に係るFDの推進

（旧教養教育推進本部員会議）

＜目　 的＞ 　教養教育の円滑な実施

＜構成員＞ 委員長 　理事（教育担当）

委　 員 　各学部及び自然科学研究教育センター

(任期　2年) から選出された教授又は准教授各1名、

　科目別部会長、教務課長及び理事

（教育担当）が必要と認める者

＜審議事項＞ 教養教育に関する次の各号に掲げる事項

（１）授業及び試験の実施

（２）非常勤講師の資格認定

（３）学事日程、時間割

（４）単位の認定

（５）その他教養教育の実施

○共通教養科目部会 　授業を担当する専任教員のうち、各学部及び自然科学研究教育センター

から選出された教員　各１名

○基礎自然科学科目部会 　各科目区分に属する授業を担当する専任教員

○基礎数学・情報科目部会 〃

○外国語科目部会 〃

○健康・スポーツ科目部会 〃

教養教育科目別部会

教養教育ファカルティ・ディベロップメント推進委員会

　　　　　　　　　　　　教養教育推進体制について

教養教育推進機構

教養教育実施委員会

役員会

全学FD
委員会FD委員会

(自己点検
評価委員会)

教養教育
推進機構

教養教育

実施委員会

教養教育

科目別部会

教務企画
委員会

学部連携教育

推進委員会

教育担当理事
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【 中期計画56 、 年度計画65 】  

名古屋市立大学自己点検 ・ 評価委員会規程 

 

（設置） 

第１条 名古屋市立大学（以下「本学」という 。） の教育研究水準の向上を図

り、併せて本学の設置目的及び社会的使命を達成するため、名古屋市立大学

自己点検・評価委員会（以下「委員会」という 。） を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、本学の自己点検・評価に関して審議する。 

（委員） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 理事長 

(2) 副理事長 

(3) 理事（非常勤の者を除く 。）  

(4) 理事長補佐 

(5) 各研究科長（看護学研究科長を除く 。） 及び看護学部長 

(6) 各研究科（看護学研究科を除く 。） 及び看護学部に設置されている自己

点検・評価委員会に所属する教授又は准教授 各１名 

(7) 総合情報センター長 

(8) 医学部附属病院長及び副病院長（病院看護部長を兼ねる者に限る 。）  

(9) 事務局次長及び病院管理部長 

（委員長等） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長には理事長を、副委員長

には理事長補佐（自己点検・評価を担当する者に限る。以下同じ 。） をもっ

て充てる。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長が欠けたとき又は事故があるときは、副委員長が委員長を代理する。 

（定足数及び議決数） 

第５条 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、議事を開き議決するこ

とはできない。 
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２ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長

の決するところによる。 

（自己点検・評価小委員会） 

第６条 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０９条第２項に規定する

認証評価を受けるために必要な自己点検・評価に関する事項について審議す

るため、委員会に認証評価に係る自己点検・評価小委員会（以下「小委員

会」という 。） を置く。 

２ 小委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 理事長補佐 

(2) 第３条第６号に掲げる者 

３ 小委員会の委員長は、理事長補佐をもって充てる。 

４ 小委員会の運営に関し必要な事項は、小委員会の委員長が定める。 

（意見聴取） 

第７条 委員会に必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、監査評価室において処理する。 

 

附 則 

 この規程は、発布の日から施行する。 
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【中期計画 58、年度計画 68】 

ファカルティディベロップメント講習会 

（本学ウェブサイトより抜粋） 

 

 

平成 20 年 7 月 18 日(金) 17:30 から約 2時間、本学

本部棟 4 階大ホールにて、第２回ファカルティ・ディ

ベロップメント講習会が開催されました。 

名古屋大学 高等教育研究センターの近田政博先生

をお招きし、「学生を授業にどう巻き込むか」と題して

ワークショップ形式により行われ、各研究科から合計

30 名の教員が受講しました。 

 

 

講習会では、学生調査の最新データが紹介され、大

学生の入学志望動機や生活状況、学習状況などの実情

をふまえたうえで、7つの基本提案に従って学習意欲を

高めるための実践方法が討議されました。 

各グループからの本学における改善案は次のとおり

です。 

 

 

 

● 基本提案と教育改善提案 

基本提案 改善提案 

１．学生と接する機会を増やす ・講習会の指導役にＴＡなど学生を参画させる。 

・学内委員会へ学生を参加させる。 

・電子掲示板、ポータルサイト、Mixi（ソーシャルネットワークサー

ビス）を利用してコミュニケーションを図る。 

・授業評価アンケートの結果をフィードバックして授業について討論

する。 

２．学生間で協力して学習させる ・早期にグループで PBL 制の授業を行う。 

・クラブに学生全員が加入することで、協調性が生まれる。 

・小テストを実施し、学生同士で採点させる 

・リーダー的学生を養成する。 

・start⇒End までの全体像を伝える。 

３．学生を主体的に学習させる ・少人数のグループ学習を行う。 

・学生が自ら進んで意見を言える雰囲気づくりをする。 
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・質問するためのトレーニングを行う。 

・授業アンケートを行うことで学生の理解度を把握する。 

４．学習の進み具合をふりかえ 

らせる 

・前回までに学習したことを覚えているか、授業中に発問する。 

・授業内容の区切りごとに小レポートを課し、「理解度の確認」と「応

用問題への慣れ」を促す。 

・チェックリストなどを使用し、授業の理解度を自己評価する。 

・学習した内容について学生に発表してもらい、他の学生にコメント

や質問をさせ、理解を高める。 

・学生のレポートに対し、よかった点についてのコメントを返す。 

５．学習に要する時間を大切にす

る 

・教員自らが姿勢を正し、授業にメリハリをつける。 

・授業の時間配分を工夫する。 

・大学生活のガイドラインや学習ツールなどの情報を提供する。 

６．学生に高い期待を寄せる ・萎縮している学生を上手に褒める。 

・最先端の研究や活躍している人の話をする。 

・自尊心を失いかけている学生には優越感を持たせる。選ばれた人だ

と思わせる。将来のリーダーだと呼びかける。 

・倫理観や責任感を伝える。 

７．学生の多様性を尊重する ・「生物の多様性」－地球上の生物の支え合いやつながりを認識し、大

学にも様々な学生がいて互いを尊重することの大切さを理解させ

る。 

・異文化交流を行う。 

・「倫理観」集団生活をおくるための共通の価値観や道徳観を養う。 

・ボランティア活動を行うことで、様々な人や学生と共に自発的に活

動にとりくむ精神を養う。 
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【中期計画 71、年度計画 75】 

留学生受け入れ実績 

平成 20 年 5月 1日現在。単位：名 

 

国名・地域 

 

中

国 

韓

国 

パ

キ

ス

タ

ン 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

エ

ジ

プ

ト 

ベ

ト

ナ

ム 

台

湾 

ド

イ

ツ 

マ

レ

ー

シ

ア 

フ

ィ

リ

ピ

ン 

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル 

ブ

ラ

ジ

ル 

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア 

計 

合

計 

医 学 部        

薬 学 部 1 1     2 

経 済 学 部 19 3  1 1    24 

人文社会学部 8 5  1   14 

外
国
人
学
生 

芸 術 工 学 部 2   1    3 

43

選
科
生

経 済 学 部    2    2 2

学

部 

交
換
学
生

人文社会学部      4 4 4

医 学 研 究 科 8  1 3 1 1    14 

薬 学 研 究 科 1      1 

経済学研究科 35      35 

人間文化研究科 16    1  17 

芸術工学研究科 2 1  1    4 

看護学研究科 1      1 

外
国
人
学
生 

ｼｽﾃﾑ自然科学研究科 2   1    3 

75

医 学 研 究 科 1      1 

経済学研究科 7      7 

研

究

科 

外
国
人
研
究
生芸術工学研究科 2      2 

10

合 計 105 10 1 1 3 2 2 2 1 1 1 1 4 134 134
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【中期計画 77、年度計画 81】【中期計画 90、年度計画 100】 

マンデーサロン 

 

 月に一度、第１月曜日に開催される人文社会学部の教員による報告・発表の場。平成

18 年度より継続して開催されており、教員や大学院生などが参加し、各回ごとに担当

者が発表を行っている。 

 

平成 20 年度開催記録 

回 開催日 内容 

第 14 回 5 月 19 日（月） 今年度の「プロジェクト研究」紹介プレゼンテーション 

第 15 回 6 月 16 日（月） 

『西脇順三郎と小千谷－折口信夫への序章』を出版されたの

を記念し、同タイトルによる講演と質疑。 

（講師：太田昌孝（博士後期課程・一宮女子短期大学専任））

第 16 回 7 月 14 日（月） 
オリンピックと競泳と水着 

（講師：斉藤典子(人間文化研究所特別研究員)） 

第 17 回 10 月 20 日（月） 
聞こえない人のアイデンティティ 

（講師：伊藤泰子(人間文化研究科博士後期博士課程)） 

第 18 回 11 月 17 日（月） 

外国人は憲法上、『人』権・『市民』権を持っているのか？－

フランスにおける最近の憲法院判例・憲法学説を素材に－ 

（講師：菅原真准教授） 

第 19 回 12 月 15 日（月） フリーディスカッション 2008 年の回顧と展望 

第 20 回 1 月 19 日（月） アルゼンチンタンゴ★ミニコンサート 

第 21 回 2 月 16 日（月） 
城下町名古屋の生活空間論 

（講師：筒井正（「市民学びの会」会員）） 

第 22 回 3 月 16 日（月） 
医療受益格差―医療政策が生み出した格差を問う 

（講師：浅岡裕子（人文社会学部 4 年、看護師）） 
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【中期計画82、年度計画93】【中期計画192、年度計画194】

研　究　課　題　名

1
温暖化環境への遺伝的耐性適応ラットの耐性メカニズムの研究と遺伝子解析、
および異常個体の発見

2 ヒト補助生殖技術のオランウータン人工授精計画への応用

3 創薬研究において有用な複素環化合物のワンポット合成法の開発

4
名古屋市立大学薬用植物園を核とした薬用植物の多様性の保全と普及
～ＣＯＰ１０　2010ターゲットの達成に向けて～

5 微少粒子環境物質によるアレルギー応答増悪作用の物理化学的背景

6
生物多様性条約COP10に向けた産業界の参画推進のための提言：サステナビリ
ティ・環境報告書にみる日独の農林水産業の事例研究と表象から

7
名古屋市立大学におけるESD（持続可能な開発のための教育）推進に向けた研究
―ESDプログラムの実施・FDと情報発信に向けて―

8
バナナ・ペーパーにおける不用物有用化に向けた研究、および、NAGOYA国際環
境デザインワークショップにおける環境保全に資するデザインの研究

9
医療機関の管理会計的手法による経営改革について
―公立大学病院へのBSCの導入―

10 「名古屋市の中小企業における男女平等参画の取り組みに関する調査」

11 蝶が岳ボランティア診療活動

12 歯周病菌産生プロテアーザの早産への関与の検討

13 緑茶の主成分（カテキン）の骨粗鬆症予防効果に関する研究

14
抗インフルエンザウイルス薬リン酸オセルタミビル（タミフル）の有害事象に
関する研究：異常行動および呼吸抑制について

15 ユニークな反応性を持ち光制御可能な新規HNO放出化合物の開発

16
新生児GBS感染症予防のための母子支援
―産科・小児科領域の連携の観点から―

17
発癌傾向を示すChk1+/-Chk2-/-マウスにおけるp53、mdm2及びTip60の動態と細
胞癌化の解析

18 比較経済政策の国際的共同研究―EU・フランスとアジア・日本の比較研究

19 海外におけるフェアトレードを軸にした臨地教育手法の確立のための共同研究

20 名古屋市立大学薬学研究科を中心とした東海地区薬学連携の構築

21 先端光機能材料開発と光医療技術の融合

22 文化的多元性の保存と発展に関するペーチ大学（ハンガリー）との共同研究

区　分

平成20年度特別研究奨励費（学内公募分）研究課題名一覧

一
般
課
題

健
康
福
祉
の
向
上

教
育
方
法
の
改

革
・
改
善

大
学
間
連
携
の
推
進

環
境
問
題
の
解
決
と
挑
戦

地
域
貢
献
研
究

重
点
課
題
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【中期計画82、年度計画93】

大学間交流協定締結を締結しているシドニー大学健康
科学カレッジとの間における交流の拡充

交流
大学

シドニー大学
（オーストラリア）

「芸術」「工学」分野におけるトリノ工科大学との大
学間交流の拡充－基礎教育の連携と工学研究の展開－

交流
大学

トリノ工科大学
（イタリア）

ベトナム国立大学（ホーチミン校）およびホーチミン
医科薬科大学との大学間交流の検討

交流
大学

ベトナム国立大学
（ベトナム）他

国立マレーシア大学との大学間交流協定締結のための
予備調査－「海外フィールドワーク実習」実施の環境
整備をてがかりとして

交流
大学

マレーシア大学
（マレーシア）

バックネル大学・名古屋市立大学の大学間交流協定締
結へ向けて

交流
大学

バックネル大学
（アメリカ）

中国語圏における大学との交流協定締結へ向けた訪問
調査

交流
大学

中央民族大学
（中国）　他

芸術工学の基礎教育－西洋美術の空間概念と東洋的空
間表現の比較研究－

交流
大学

ロード･アイランド･スクー
ル･オブ･デザイン

（アメリカ）

アジアでの堅固なネットワークとその基盤の構築（抜
粋）

交流
大学

広東工業大学
（中国）

その他

新たな大学間
交流協定の

締結

平成20年度特別研究奨励費（指定分）研究課題名一覧

地域社会を含めた認知症ネットワークシステム構築の試み－地域住民の啓蒙とハイリスク
群スクリーニングについて－

高齢者の変形脊椎における安全な超音波ガイド下硬膜外神経ブロック療法の確立

生活習慣病の
予防

高齢者の活性
化と社会参加

うつ病の家族に対する家族心理教育プログラムの効果およびその予測因子に関する研究

薬物治療抵抗性高血圧患者の服薬アドヒアランスに関する研究―低アドヒアランス患者に
対する教育プログラムの作成と検証―

健
康
教
育
研
究
の
推
進

肥満の変化がメタボリックシンドローム関連因子に及ぼす影響についての縦断研究

階段昇降運動による食後高血糖症状の緩和

研　究　課　題　名

大学間交流協
定締結校との

交流拡充

語学教育の推進を始めとする学生の留学支援及び「国際交流推進センター」が主催する国
際学会の開催

区　分

国
際
交
流
の
推
進

日常診療における非アルコール性脂肪肝炎(NASH)の拾い上げとその進展予防についての調
査研究

ABCA１による細胞コレステロール輸送と脂肪細胞分化制御

脂質異常患者のEPA内服によるHDL3のex vivoにおけるLDL酸化に対する抑制能についての
検討

医・薬・看の
連携研究の推進

31



【中期計画 86、年度計画 96】 

戦略的大学連携支援事業 

  「６年制薬学教育を主軸とする薬系・医系・看護系大学による広域総合教育連携」 

（共同実施大学：東海地区 10 大学） 

１ 事業概要 

  名古屋市立大学を代表校とする東海地区の全ての薬系大学の連携を基盤として、医学部

と看護学部をもつ大学が参画する医薬看の総合教育連携により、臨床実務実習を始めとす

る臨床薬学教育プログラムを開発・推進し、優れた薬剤師養成教育を実施するとともに、

医療人養成教育にふさわしい一般教養教育や理科補習教育等に共同で取組む。 

 

２ 取組状況 

 ○東海臨床薬学教育連携センターの設置 

  ・名古屋市立大学薬学研究科内に設置し、専任教員及び特任薬剤師を配置 

○キックオフシンポジウムの開催 

  ・連携事業参画大学の教員によるシンポジウムを 10 月４日に開催 

 ○各課題別に設置した実施部会による検討 

  ・理科補習教育、一般教養教育実施部会（教育用教材、基礎学力判定問題の作成） 

  ・教員ＦＤ実施部会（ワークショップ、講演会の開催）  など 

○文部科学省大学教育改革支援事業合同フォーラム（平成 21 年１月 12～13 日） 

 ・広域連携事業（22 事業）を代表し事例報告 
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【中期計画 42、年度計画 51】【中期計画 86、年度計画 96】 

大学院教育改革支援プログラム 

  「薬工融合型ナノメディシン創薬研究者の育成」 

（共同実施大学：名古屋工業大学） 

 

１ 事業概要 

  薬学研究科のライフサイエンス及び名古屋工業大学工学研究科のナノテクノロジー・マ

テリアルサイエンスを融合し、相互履修科目の拡大、両大学の研究室での短期相互実習、

大学横断型研究チームの編成を推進することにより、「ナノメディシン創薬」という新領

域で活躍できる人材を養成する全国初の薬工融合教育プログラムの開発に取組む。 

 

２ 取組状況 

 ○薬工融合推進センターの設置 

  ・名古屋市立大学薬学研究科内に設置し、特任教員を配置 

○大学院教育改革支援プログラム交流会の開催 

  ・名古屋工業大学と名古屋市立大学の合同テクノフェアの中で 11 月５日に開催 

○単位互換協定の締結と共同開催講義の開講による相互履修科目の拡大 

  ・各大学で単位互換科目を開講するとともに、共同開催講義を開講（「薬科学特論」等） 

 ○講演会、シンポジウムの開催 

  ・製薬企業等の講師による講演会を開催するとともに、２月にシンポジウムを開催予定 

 ○人材育成プログラム運営委員会による検討 

  ・21 年度開講となる両大学研究室での短期相互実習のシラバスやテーマの策定 

○文部科学省大学教育改革支援事業合同フォーラム（平成 21 年１月 12～13 日） 

  ・文部科学省が発行した大学院教育改革支援プログラムパンフレットに、医療系での 

選定課題（15 課題）を代表し紹介された 
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【中期計画 86、年度計画 96】【中期計画 95、年度計画 103】【中期計画 96、年度計画 104】 

【中期計画 97、年度計画 105】 

社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム 

「地域―大学連携による地域医療ニーズに対応した薬剤師リカレント学習支援プログラム」 

（共同実施大学：岐阜薬科大学、静岡県立大学） 

 

１ 事業概要 

  医薬分業の進展や薬物治療の高度化に対応し、現場の薬剤師に最新の知識と技術を習得

してもらうことにより、地域の医療水準の向上に結びつけることを目的として、名古屋市

立大学、岐阜薬科大学、静岡県立大学の東海地区薬系公立３大学が共同でそれぞれの得意

な分野を活かした薬剤師の生涯学習を支援する教育プログラムの開発・実施に取組む。 

 

２ 取組状況 

 ○東海地区地域連携リカレント教育センターの設置 

  ・名古屋市立大学薬学研究科内に設置 

○テレビ会議システムの配備 

  ・３大学及びサテライトを双方向でつないで講義を同時に受講できる体制を構築 

○第 1期講座の開講 

  ・期間  平成 20 年 12 月４日～平成 21 年３月 14 日（18 講義と特別シンポジウム） 

  ・会場  ３大学及びサテライト（豊橋市、下呂市、静岡市） 

○文部科学省大学教育改革支援事業合同フォーラム（平成 21 年１月 12～13 日） 

  ・大学の教育研究資源を活用したキャリアアップと再転職を支援する実践的教育プログ

ラムの概要及び実施状況を紹介 

○受講者の申込状況 

  ・129 名の申し込みがあり、毎回 80～85 名程度が受講 

  ・女性薬剤師の参加が多い 
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【中期計画 86、年度計画 96】【中期計画 95、年度計画 103】【中期計画 96、年度計画 104】 

【中期計画 97、年度計画 105】 

社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム 

「医療・保健分野における復帰と能力向上を支援する自己研鑽プログラム」 

 

１ 事業概要 

 医療・保健分野の人材不足を補うため、特に医師、看護師、保健師、助産師の職場復帰促

進と医療技能職の医療の進歩に対応した能力向上を図ることを目的として、総合的かつ効率

的な自己研鑽プログラム「名市大 医療・保健学びなおし講座」を開講する。 

 

２ 取組状況 

 ○「名市大 医療・保健学びなおし講座」を開講 

  ・平成 20 年 12 月より、講義と実習からなる全 18 科目を開講 

  ＜会場＞ 

   ・名古屋キャンパス（川澄キャンパス）及び東京キャンパス（東京慈恵会医科大学） 

  ＜受講システム＞ 

   ・学校教育法に基づく履修証明書を取得できる「コース制受講」、及び特定科目のみ

を受講する「スポット科目の受講」の２方式から選択 

  ＜受講者への支援＞ 

   ・受講料無料 

・名古屋キャンパスでは、育児中の方も受講しやすいように、講座受講中は学内保育

所の「一時託児サービス」を無料で利用可能 

  ＜受講者の申込状況＞ 

   ・看護師、薬剤師、管理栄養士を始め、平成 20 年 12 月 26 日現在で 155 名が申込 
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【中期計画 90、年度計画 100】【中期計画 96、年度計画 104】 

Human & Social サイエンスカフェ 実施概要 

回 テーマ 開催日 受講者数

11 公共政策と財政とまちづくり 4 月 20 日(日) 16 名

12 日本人の英語はどこまで通じるか？ 5 月 18 日(日) 26 名

13 不登校：理解と対応 6 月 15 日(日) 17 名

14 カントと人間－剛と柔－ 7 月 20 日(日) 31 名

15 自助・共助・公助の福祉公共哲学 8 月 24 日(日) 23 名

16 アメリカン・ゴシックの伝統 9 月 21 日(日) 20 名

17 ハンガリー文化の魅力を探る 10 月 19 日(日) 27 名

18 オーストリアの現代作家たち 11 月 30 日(日) 15 名

19 
科学ってこんなにおもしろかったの！？―理科

ぎらいで、ああ、損した！― 
12 月 14 日(日) 19 名

20 歴史認識と共生 1 月 18 日(日) 28 名

21 18 世紀フランスの大学とカフェ 2 月 15 日(日) 33 名

22 癒しの島、沖縄の現実 3 月 15 日(日) 22 名
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【中期計画 90、年度計画 100】【中期計画 109、年度計画 119】 

国際シンポジウム「観光まちづくりの国際比較」 
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【中期計画 94、年度計画 102】 

研究成果発信に係るイベントへの参加について 

 

日 イベント 内容 

20 年６月 14 日 

～15 日 

第７回産学官連携推進会議 

（京都） 

大学知財本部としてのブース

出展 

20 年７月２日 

～４日 

第７回国際バイオフォーラム 

（東京） 

５件の研究ブース展示・口頭

発表及び大学の出展 

20 年９月 16 日 

～18 日 

イノベーションジャパン 2008 

―大学見本市（東京） 

２件のシーズ発表と大学知財

本部のブース出展 

20 年 11 月 21 日 名古屋大学「医学・バイオ特許フェ

ア」 

２件のポスター掲示 

20 年 11 月 26 日 

～27 日 

知財ビジネスマッチングフェア2008

（特許ビジネス市を併設）（大阪）

１件の発表と大学のブース展

示 

20 年 12 月 17 日 第２回大府市産学官連携交流会 本学の制度・仕組み、研究成

果などを紹介 

21 年１月 22 日 中部８大学ライフサイエンス発明フ

ェア（東京） 

講演１名、ポスター掲示５件、

大学発ベンチャー１社紹介 

21 年２月 18 日 公立３大学新技術説明会（東京） ３件の未公開特許の発表 
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【中期計画 95、年度計画 103】 

授業公開実施概要 

担当 

部局 
開設講座・テーマ 開催日時 受講者数

前期：「労働経済論」 
4 月 10 日～7 月 17 日 

毎週木曜日 9:00～12:10 
36 名

経
済
学
部 

後期：「産業組織論」 
10 月 2 日～1 月 15 日 

毎週木曜日 10:40～12:10 
42 名

前期：「現代日本語論」 
4 月 10 日～7 月 17 日 

毎週木曜日 14:40～16:10 
19 名

後期：「日米関係史」 

9 月 29 日～1 月 26 日 

毎週月曜日と1月21日の水曜日 

10:40～12:10 

14 名

人
文
社
会
学
部 

後期：「総合科目・名古屋と観光」

10 月 3日～1 月 16 日 

毎週金曜日 13:00～14:30 

ただし、12 月 5 日、12 日は 16:20

～17:50 

24 名

前期：「精神看護方法」 
4 月 18 日～7 月 11 日 

毎週金曜日 14:40～16:10 
5 名

前期：「疾病・病態論Ⅰ（内科学）」
4 月 10 日～7 月 10 日 

毎週木曜日 10:40～12:10 
10 名

看
護
学
部 

後期：「母性看護学概論」 
10 月 2 日～1 月 15 日 

毎週木曜日 10:40～12:10 
10 名
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【中期計画 95、年度計画 103】 

市民公開講座参加者へのアンケート結果 

 

 市民公開講座参加者へのアンケートを実施し、297 名から回答（回収率 84％）があっ

た。結果は以下の通りである。 

 

① 参加者層として、主婦を含む無職が 64％、年齢については 60 代以上が 64％、50 代

を含めると 79％であった。参加者の年齢は、昨年度のアンケート結果（60 代以上が

76％、50 代を含めると 94％）と比べると 20 代・30 代・40 代のいずれも割合が高ま

っている（20 代：1％→6％、30 代：1％→5％、40 代：2％→7％）ものの、依然と

して中高年者の参加割合が高いという結果が得られた。なお、参加歴に関する回答

結果をみると、若年層などで新たな参加者が増えたこともあり、リピーター率は昨

年度の 72％から 52％に下がっている。 

 

② 講座の内容に関しては、96％（昨年度は 91％）の人が「良かった」「大変良かった」

との回答であった。 

 

③ 開催日時の希望については(複数回答)、曜日では土曜日が最も多く 48％、時間帯で

は午後が最も多く 51％、曜日と時間帯の組み合わせでも、土曜日午後が最も多く

31％であった。 

 

④ 広報に関しては、開催を知った媒体としては、広報なごやが 18％、パンフレット(ポ

スター含む)が 37％であったのに対し、大学ホームページは 16％であり、依然、広

報ツールとしては紙媒体が効果的であることがわかった。申込についても 48％の人

が往復はがきでの応募であった。 

 

⑤ 開催回数については、各研究科の講座において２回または３回の講義を希望する人

が、55％を占めた。 

 

以上の結果を踏まえ、引き続き高齢者の興味・関心の高いテーマによる実施など平成

21 年度市民公開講座の企画について、地域連携・公開講座委員会において検討する。 
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【中期計画 96、年度計画 104】 

サイエンス カフェ イン 名古屋 実施概要 

回 テーマ 開催日 受講者数

21 
世界を旅するIPパケット ～インターネットがつな

がる仕組み～ 
4 月 18 日 33 名

22 光と色の不思議な世界 ～色を作るものはなに？～ 5 月 16 日 35 名

23 

生物多様性シリーズ１ 

生物の種の多様性と特異性を維持するしくみ～カ

エルがカエルの子しか生まない理由～  

6 月 20 日 37 名

24 
生物多様性シリーズ２ 

植物の多様な機能から環境・食・健康を考える 
7 月 12 日 38 名

25 

生物多様性シリーズ３ 

DNA から動物進化の謎を読み解く～生物多様性の来

し方行く末～ 

8 月 30 日 34 名

26 
冷たい世界の奇妙な住民たち～低温で現れる量子

現象～ 
9 月 26 日 17 名

27 ウエルビクスで健康づくり 10 月 17 日 20 名

28 
分光計測で何がわかるか～光を色、時間、方向で分

ける～  
11 月 21 日 36 名

29 
生物多様性シリーズ４ 

愛知・名古屋の哺乳類の多様性を語る  
12 月 19 日 19 名

30 

生物多様性シリーズ５ 

天に金鯱、地にヒメボタル～その魅力と生息地につ

いて～ 

1 月 16 日 36 名

31 
生物多様性シリーズ６ 

虫の灯火採集からわかる名古屋の森の多様性  
3 月 13 日 29 名

 

41



【中期計画 99、年度計画 106】【中期計画 104、年度計画 114】 

市民公開講座実施概要 

 

担当学部・研究科、講座名 開催日時 のべ受講者数

医学研究科 

がんに克つ：がん診療の最前線 

10 月 25 日（土） 

10:00～12:00、13:30～15:50 

11 月 1 日（土）13:00～15:40 

255 名

薬学研究科 

21 世紀の薬物治療：くすりが生まれて

患者さんの手にとどくまで 

11 月 8 日（土）10:00～16:00 41 名

経済学研究科 

地域と経営「企業家精神と地域･産業の

活性化」 

11 月 1 日（土）13:30～15:30 30 名

人間文化研究科 

野生生物保護を問いなおす 
10 月 4 日（土）13:30～15:00 17 名

「福祉」という言葉が意味する内容を

考える 
11 月 15 日（土）13:30～15:00 21 名

芸術工学研究科 

名古屋のまちを考える 
10 月 11 日（土）13:00～15:30 19 名

看護学部 

コツコツと蓄えた大切な財産を守りま

しょう～あなたの骨も頼もしく～ 

11 月 29 日（土）13:30～16:00 32 名

システム自然科学研究科 

進化と生物多様性の保全を考える 
11 月 29 日（土）13:00～17:00 15 名
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なごや環境大学 連携講座

名古屋市立大学･日本政策投資銀行連携
   公開シンポジウム

名古屋市立大学･日本政策投資銀行連携
   公開シンポジウム

｢名古屋の環境まちづくり｣｢名古屋の環境まちづくり｣
基調講演 講師　香坂　玲

名古屋市立大学大学院経済学研究科准教授
生物多様性条約第10 回締約国会議
支援実行委員会アドバイザー

パネリスト
堀場　和夫

コーディネータ
内山　勝久

株式会社日本政策投資銀行
地球温暖化研究センター・Gリーダー

パネリスト
竹ヶ原　啓介

パネリスト
鈴木　賢一

株式会社日本政策投資銀行
公共ソリューション部
CSR 支援室課長

名古屋市立大学
大学院芸術工学研究科教授

公立大学法人 名古屋市立大学
http://www.nagoya-cu.ac.jp

株式会社 日本政策投資銀行
http://www.dbj.jp

名古屋市緑政土木局
緑地部参事
（東山再生に係る総合調整）

再生紙を使用しています
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【中期計画 110、年度計画 120】 

教えて博士！なぜ？なに？ゼミナール 実施概要 

平成 20 年度 

応募 所属 テーマ 学校名 学年 実施日 

桜台高 ①9クラス 5/9 イチローはどうしてよくヒットを打てる

か 千鳥丘中 全学年全クラス 6/13  

松井はすごい～人格を備えたスーパース

ター～ 

小幡北小 ⑥2クラス 6/17  

脳と心を育てる 西味鋺小 ⑥2クラス 6/19  

学長 

感動することの大切さ 千鳥丘中 全学年全クラス 10/31  

タバコの健康影響 白山中 ①2クラス 10/6  

耳の力はすごい 柴田小 ④1クラス 1/21  

医学部 

体の中の時計 千年小 ④1クラス 6/11  

鶴舞小 ⑥1クラス 10/3  イチローと松井秀喜、浅田真央と安藤美姫

どちらのようなスポーツ選手になりたい

か 

鳴子小 ⑥2クラス 11/14  

薬学部 

増え続けるエイズとエイズウイルス関連 柴田小 ⑥1クラス 11/20  

100 年前の小学校 牧野小 ⑥1クラス 12/9  

日本の経済成長 志段味中 ③1クラス 6/18  

経済 

学部 

遠足のおやつは 500 円まで 鶴舞小 ⑥1クラス 9/4  

日本の歴史の面白さ 牧野小 ⑥1クラス 6/6  

平田小 ⑥2クラス 5/27  

人文 

社会 

学部 

日本のことば、世界のことば 

八幡小 ⑤4クラス 1/23  

いっしょに描こう！いっしょに作ろう！ 相生小 ③1クラス 9/4  芸術工

学部 名古屋城の建物みてあるき 森孝東小 ⑥2クラス 9/22  

第 

１ 

回 

目 

看護 

学部 

生と性について考える 千鳥丘中 全学年全クラス 2/13  

タバコの健康影響 大高中 ①5クラス 9/10  医学部 

男女の考え方、行動のちがい 滝川小 ⑤1クラス 9/19  

薬学部 イチローと松井秀喜、浅田真央と安藤美姫

どちらのようなスポーツ選手になりたい

か 

西山小 ⑤5クラス 10/8  

③１クラス 9/10 

（2 回）

第 

２ 

回 

目 

芸術工

学部 

いっしょに描こう！いっしょに作ろう！ 滝川小 

③１クラス 9/17  

（2 回）
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④1クラス 9/11 

（2 回）

④1クラス 9/12 

（2 回）

⑤1クラス 9/22 

（2 回）

⑤1クラス 9/26 

（2 回）

読みやすいホームページの作り方 工芸高 ③1クラス 9/5  

①1 クラス 1/21 システ

ム自然

科学研

究科 

エクセルＶＢＡでコンピュータプログラ

ミング 

工芸高 

①1クラス 1/23  

医学部 タバコの健康影響 戸笠小 ⑥2クラス 3/16  第 

３ 

回 

目 

薬学部 月９ドラマ「ガリレオ」をテレビでみまし

たか？ 

牧野小 ⑥1クラス 1/13  

○数字は、学年 
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【中期計画 147、年度計画 155】 

経営審議会の主な議題 

 

第 1 回 平成 20 年 6 月 19 日開催 

１．平成 19 年度決算について 

２．平成 20 年度予算の補正について 

３．理事長選考会議委員について 

４．平成 19 年度業務実績報告について 

第 2回 平成 20 年 9 月 22 日開催  

１．平成 20 年度予算の補正について 

２．新学部の設置について 

第 3回 平成 20 年 12 月 17 日開催  

１．平成 20 年度中間決算について 

２．市立大学病院の経営指標について 

第 4回 平成 21 年 3 月 24 日開催  

１．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書について 

２．平成 20 年度予算の補正について 

３．平成 21 年度年度計画について 

４．平成 21 年度予算について 
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【中期計画 147、年度計画 155】 

教育研究審議会の主な議題 

 

第 1 回 平成 20 年 4 月 16 日開催 

１．委員の委嘱について 

２．教員選考規程（選考基準）について 

３．男女共同参画推進計画について 

第 2回 平成 20 年 6 月 11 日開催  

１．医学部の入学定員増について 

２．理事長選考会議委員の補充について 

第 3回 平成 20 年 10 月 21 日開催  

１．新学部の設置について 

２．医学部の定員増について 

第 4回 平成 20 年 12 月 16 日開催  

１．男女共同参画の推進について 

２．大阪市立大学、名古屋市立大学、横浜市立大学の包括連携について 

３．名古屋市立大学ＦＤガイドライン（案）について 

第 5回 平成 21 年 2 月 27 日開催  

１．名誉教授の称号付与について 

２．学則の改正について 

３．学部・研究科履修規程の改正について 

４．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書（案）について 

５．平成 21 年度年度計画（案）について 

６．早期履修制度の導入について 

７．ＣＡＰ制の導入について 
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【中期計画 147、年度計画 155】 

部局長会議の主な議題 

 

第 1 回 平成 20 年 4 月 7日開催 

１．平成 20 年度執行体制について 

２．平成 19 年度業務実績報告書（案）の提出について 

３．学位審査制度の改革について 

４．公的研究費不正防止計画について 

５．利益相反マネジメントポリシー等について 

６．特任教授の称号の付与に関する規程の一部改正について 

７．開学 60 周年記念事業について 

第 2回 平成 20 年 5 月 12 日開催  

１．平成 20 年度名古屋市立大学自己点検・評価実施要項（案）について 

２．平成 19 年度業務実績報告書（案）について 

３．戦略的大学連携支援事業について 

４．科学研究費補助金交付内定状況について 

５．利益相反研修会の開催等について 

６．生物多様性条約事務局との間におけるインターンシップに関する覚書の締結について 

７．教員選考規程について 

８．法人固有職員の福利厚生事業について 

９．「名市大ライブラリー」の創設について 

10．「環境報告書」の策定について 

第 3回 平成 20 年 6 月 2日開催  

１．平成 20 年度名古屋市立大学自己点検・評価について 

２．動物実験委員会について 

３．名工大・名市大合同テクノフェアについて 

第 4回 平成 20 年 7 月 7日開催  

１．平成 19 年度決算について 

２．平成 20 年度予算の補正について 

３．本学教員の文部科学省学術調査官（科学研究費補助金担当）就任について 

４．平成 19 年度特別研究奨励費 研究成果発表会について 

５．寄附の申出について 

６．ファカルティ・ディベロップメント講習会について 

７．海外実習等に伴う危機管理対応マニュアル（案）について 

８．市立大学提携宿泊施設の見直しについて 

第 5回 平成 20 年 8 月 4日開催  

１．市立大学環境憲章について 

２．エネルギーの使用状況及び省エネ対策について 
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３．レジ袋の有料化について 

第 6回 平成 20 年 9 月 1日開催  

１．教員免許更新講習の実施について 

２．60 周年記念事業について 

３．平成 20 年度「戦略的大学連携支援事業」選定結果について 

４．文部科学省科学研究費補助金の申請について 

５．COP10 開催に向けた本学における取組みの推進について 

６．川澄キャンパス及び山の畑キャンパスの通称について 

７．日本留学試験の実施について 

８．学生の文化活動に対する支援について 

９．エンジン０１文化戦略会議 オープンカレッジ in なごや 

10．第 13 回公開シンポジウム「公立病院はどこへ行くのか」 

第 7回 平成 20 年 10 月 6 日開催  

１．平成 19 年度業務実績に関する評価結果について 

２．平成 19 年度決算における利益処分について 

３．平成 20 年度予算の補正について 

４．名工大・名市大合同テクノフェア 2008 について 

５．学内保育所と院内保育所の統合について 

第 8回 平成 20 年 11 月 10 日開催  

１．新学部の設置について 

２．平成 21 年度年度計画(案)及び平成 20 年度業務実績に関する中間報告の提出について 

３．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書の提出について 

４．認証評価対応の「自己点検・評価」に関する現状と課題について 

５．会計検査院による会計実地検査について 

６．名誉教授の教授在職要件の改正について 

７．名古屋市立大学・日本政策投資銀行連携公開シンポジウムについて 

８．平成 21 年度新入生オリエンテーション日程について 

第 9回 平成 20 年 12 月 5 日開催  

１．名古屋市立大学自己点検・評価委員会について 

２．薬学研究科個人評価システムについて 

３．平成 21 年度の経常費予算配分について 

４．平成 21 年度愛知学長懇話会コーディネート科目について 

５．平成 21 年度大学教育改革支援事業学内公募のお知らせについて 

６．薬物乱用防止について 

７．男女共同参画の推進について 

第 10 回 平成 21 年 1 月 5日開催  

１．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書(案)について 

２．平成 20 年度業務実績に関する中間報告について 
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３．平成 21 年度年度計画(案)について 

４．認証評価対応の「自己点検・評価」に関する進捗状況について 

５．名古屋市立大学自己点検・評価委員会規程(案)について 

６．経済学研究科教員業務成果評価制度について 

７．平成 21 年度の予算について 

８．検収体制の改善に向けての取り組みについて 

９．第 2 回中部公立 3大学新技術説明会の開催について 

第 11 回 平成 21 年 2 月 2日開催  

１．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書(案)について 

２．平成 20 年度業務実績中間報告において未実施の業務について 

３．平成 21 年度年度計画(案)について 

４．ＴＡ等経費の活用について 

５．平成 21 年度競争的資金について 

６．60 周年記念事業の進め方について 

７．国際交流推進センターが主催する国際シンポジウムの開催について 

８．平成 21 年度教員の海外派遣等について 

９．第１回ファカルティ・ディベロップメント講演会について 

10．コンプライアンス講演会について 

11．ハラスメント研修について 

第 12 回 平成 21 年 3 月 2日開催  

１．平成 19 年度業務実績に関する評価結果に対する改善報告書(案)について 

２．平成 20 年度業務実績報告書(案)の提出について 

３．平成 21 年度年度計画(案)について 

４．大阪市立大学・名古屋市立大学・横浜市立大学 包括連携協定の締結について 

５．産学官・地域連携推進センターの充実強化について 

６．食糧費の執行にかかる指針について 
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52

x1173151
スタンプ



　名古屋市立大学では、平成 22年に生物多様性条約第 10回締約国会議（COP10) が愛知・名古屋

において開催されることを受け、「衣食住」の観点から生物多様性を考える「連続セミナー」を開催

しております。

名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー

「衣食住から考える企業と生物多様性」「衣食住から考える企業と生物多様性」

問い合わせ先：名古屋市立大学 事務局学術推進室　TEL : (052)853-8041

場　所： 名古屋市立大学病院　病棟・中央診療棟 3階大ホール

「ビジネスと生物多様性イニシアティブについて」
　ビジネスと生物多様性イニシアティブ事務局（元ドイツ連邦環境省職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エドガー・エンドリケーティス

第 2回　平成 20年 11 月 21 日（金）16：30 ～ 18：00

対　象： 企業の環境関連担当者、学生、一般市民対　象： 企業の環境関連担当者、学生、一般市民

定　員：300 名（当日先着）

入場料： 無料入場料： 無料

後　援：生物多様性条約第 10回締約国会議支援実行委員会　社団法人中部経済連合会後　援：生物多様性条約第 10回締約国会議支援実行委員会　社団法人中部経済連合会

COP10 パートナーシップ事業

地下鉄桜通線
桜山駅
3番出口

病院 
病棟・中央診療棟

（名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１　地下鉄桜通線「桜山」駅下車　徒歩 3分）

内　容：
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地下鉄桜通線
桜山駅
3番出口

病院 
病棟・中央診療棟

名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー

「衣食住から考える企業と生物多様性」「衣食住から考える企業と生物多様性」

COP10 パートナーシップ事業

対　象： 企業の環境関連担当者、学生、一般市民対　象： 企業の環境関連担当者、学生、一般市民

入場料： 無料入場料： 無料

後　援：名古屋商工会議所、社団法人中部経済連合会

（名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１　地下鉄桜通線「桜山」駅下車　徒歩 3分）

第 3回　平成 20年 12 月 5日（金）14：00 ～ 17：00
定　員：300 名（当日先着）
場　所： 名古屋市立大学病院　病棟・中央診療棟 3階大ホール

内　容（予定）：

　　開会挨拶　

　　　　　経済産業省　生物化学産業課　課長補佐　石川　高志氏　

　　講演

　　　　　1.「天然物創薬：生物多様性からのヒント」　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　玉川大学学術研究所　奥田　徹教授

　　　　　2.　「作物遺伝資源の管理と参加型開発　－農の世界の視点から－」

　　　　　　　　　　　　　　　　エデュケーショナルサポートセンター　理事/ファシリテーター、

　　　　　　　　　　　　　　　　NPO 海外植物遺伝資源活動支援つくば協議会（TASO-PGR）　会員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西川　芳昭氏

　　　　　3.　「生物多様性条約COP10名古屋に向けてー遺伝資源アクセスと利益配分(ABS)の国際ルール」

　　　　　　　　　　財団法人バイオインダストリー協会　生物資源総合研究所長　炭田　精造氏

問い合わせ先：名古屋市立大学 事務局学術推進室　TEL : (052)853-8041

主　催：財団法人バイオインダストリー協会、公立大学法人名古屋市立大学

連携協力：生物多様性条約第 10回締約国会議支援実行委員会
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地下鉄桜通線
桜山駅
3番出口

病院 
病棟・中央診療棟

名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー名 古 屋 市 立 大 学　連 続 セ ミ ナ ー

「衣食住から考える企業と生物多様性」「衣食住から考える企業と生物多様性」

COP10 パートナーシップ事業

対　象： 企業の環境関連担当者、学生、一般市民

入場料： 無料

後　援：名古屋商工会議所、社団法人中部経済連合会

（名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１　地下鉄桜通線「桜山」駅下車　徒歩 3分）

第 4回　平成 21年 1月 30 日（金）16：00 ～ 17：30
定　員：300 名（当日先着）
場　所： 名古屋市立大学病院　病棟・中央診療棟 3階大ホール

内　容：
　　「漁業資源と生物多様性」　
　　　　　　　　　 神谷　友成氏　　中部水産株式会社　販売促進部長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おさかなマイスター

問い合わせ先：名古屋市立大学 事務局学術推進室　TEL : (052)853-8041

主　催：公立大学法人名古屋市立大学

連携協力：生物多様性条約第 10回締約国会議支援実行委員会

（　　　　　　）
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【中期計画 195、年度計画 198】 

名古屋市立大学環境憲章 

 

 

[Ⅰ] 基本理念 

 

私たち人類は、20 世紀後半以降、資源やエネルギーの大量消費と産業活動に伴う廃棄物

の増加等により、地球の温暖化などさまざまな環境問題を引き起こしてきた。地球温暖化

は、地球全体の気候や生態系などに大きな影響を及ぼしている。特に、寒冷地に生息する

希少動物の絶滅、農作物や海洋生物へのダメージ、気候変動による森林資源への悪影響が

懸念される。（そのため、2007 年のハイリゲンダム・サミットでは人為的制御が可能な｢温

室効果ガスを 2050 年までに半減する｣という目標が掲げられた。） 

このように、私たちは、現在、地球環境に大きな負荷を与えており、この環境負荷の低

減と環境の保全に努めることは、教育研究活動を通じて次世代を育成し、社会に貢献する

大学の責務である。 

 

健康･福祉の向上と環境問題の解決を二大課題とする名古屋市立大学では、こうした認識

に立って、生物の多様性が失われつつある危機に直面した地球環境を救うために、教育と

学術研究にあたって国際的視野と環境保全の意識を持ってそれを推進し、地球の持続可能

な発展を目指しつつ、社会の調和と自然との共存に貢献するために英知を結集してその使

命を果たすことに努める。 

 

名古屋市立大学は、医学、薬学、経済学、人文社会学、芸術工学、看護学の 6 学部と自

然科学研究教育センターおよびそれらに対応する大学院の７研究科、ならびに附属病院、

附属研究施設などを擁した総合大学であり、幅広い専門分野の教育・研究を可能にする大

学としての特徴を活かし、以下の基本方針に掲げる環境教育、環境に結びついた学術研究、

そしてキャンパス内での環境保全活動等を積極的に推進するものである。 

 

 

[Ⅱ] 基本方針 

 

１ 環境に重点をおいた教育を推進するとともに、環境教育プログラム（コース）を充

実させ、将来、持続可能な地球環境を保全し、環境問題に取り組んでいくことのでき

る意欲ある人材を育てていく。 

 

２ 学生の地域社会や学内における環境保全活動への自主的な参画・取り組みに対して

積極的に支援していく。 

 

３ 地球を取り巻く温暖化問題、環境保全活動、生物多様性の保全に関連する学術研究

を積極的に推進し、その成果を社会に還元することによって社会貢献をしていく。 
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４ 環境に関連した公開講座、シンポジウム等を地域社会や企業などと連携して積極的

に開催し、もって環境配慮の啓発活動を通して地域社会に貢献し、地球に優しい活動

に持続的に取り組んでいく。 

 

５ 環境負荷低減のために、環境マネジメントシステムを構築するとともに、それに沿

って環境行動計画（エコ・アクションプラン）を策定し、キャンパス内で光熱水料の

節減を始め、省エネルギー・省資源に積極的に取り組み、実践していく。 

 

６ 附属病院および事務部門においては、物品調達に際してグリーン購入の推進を図る

とともに、設備・機材等の利用にあたって廃棄物の減量化とリサイクル資源の活用を

推進していく。 

 

７ 学内で構築した環境マネジメントシステムを絶えず見直すとともに、環境保全活動

の成果（環境報告書）を監査し、それを広く社会に公表していく。 

 

８ 生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）を積極的に支援し、同時に環境配

慮指針「ＣＯＰ10 あいち・なごやエコ・イニシアチブ」を尊重し、その取り組みにつ

いて検討しサポートしていく。 

 

 本基本方針は、大学の中期目標期間(6 年間)に合せて設定し、3 年目に見直す。ただし、

最初に限り、今平成 20 年度から平成 23 年度までとする。 

 

 

[Ⅲ] スローガン  

 

本学は、人間の豊かな心でこのかけがえのない地球を次世代に残す運動を、｢ヒューマ

ン･アース･ライフ･プロジェクト(Human Earth Life Project；HELP)｣と呼び、これを

全学の環境対策にむけた「スローガン」とする。 
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環
境
へ
の
取
組
に
対
す
る
行
動
計
画
（
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
）
 

方
針
１

 
環
境
に
重
点
を
お
い
た
教
育
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
環
境
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
コ
ー
ス
）
を
充
実
さ
せ
、
将
来
、
持
続
可
能
な
地
球
環
境
を
保

全
し
、
環
境
問
題
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
の
で
き
る
意
欲
あ
る
人
材
を
育
て
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

環
境
に
つ
い
て
の
教
養
か
ら
専

門
に
至
る
関
連
科
目
群
の
連
続

的
・
総
合
的
履
修
を
想
定
し
た

学
部
横
断
的
履
修
コ
ー
ス
を
設

置
し
、
必
要
単
位
を
修
得
し
、

申
告
し
た
学
生
に
履
修
修
了
証

を
交
付
す
る
。

 

「
持
続
可
能
な
社
会
形
成
コ
ー

ス
」
を
充
実
さ
せ
る
。
 

  

「
持
続
可
能
な
社
会
形
成
コ
ー

ス
」
の
啓
発
に
努
め
、
学
生
の
履

修
を
促
す
。

 

引
き
続
き
啓
発
に
努
め
る
と
と

も
に
、
｢
持
続
可
能
な
社
会
形
成

コ
ー
ス
｣
履
修
修
了
証
の
交
付
数

を
増
や
す
。

 

同
左

 

大
学
院
教
育
に
、
各
研
究
科
で

開
講
し
て
い
る
環
境
に
関
す
る

科
目
を
基
礎
と
し
て
、
文
理
融

合
型
大
学
院
環
境
教
育
プ
ロ
グ

ラ
ム
を
開
設
し
、
必
要
単
位
を

修
得
し
、
申
告
し
た
学
生
に
履

修
修
了
証
を
交
付
す
る
。

 

文
理
融
合
型
大
学
院
環
境
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
設
す
る
こ
と

に
つ
い
て
教
務
企
画
委
員
会
に

お
い
て
検
討
す
る
。
 

 

文
理
融
合
型
大
学
院
環
境
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
設
の
準
備
を

す
る
。

 

文
理
融
合
型
大
学
院
環
境
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
設
す
る
。

 
文
理
融
合
型
大
学
院
環
境
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
啓
発
に
努
め
、
学

生
の
履
修
を
促
す
。
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年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

教
養
教
育
に
、
環
境
に
関
す
る
科

目
を
設
置
す
る
。

 
(
1
)
 
教
養
教
育
科
目
に
お
け
る

テ
ー
マ
科
目
に
つ
い
て
、
特
色

づ
け
を
行
う
こ
と
を
検
討
す

る
。
 

(
2
)
 
平
成
1
8
年
度
か
ら
開
設
し

て
い
る
テ
ー
マ
科
目
23
「
環
境

問
題
へ
の
多
元
的
ア
プ
ロ
ー

チ
」
に
つ
い
て
今
後
の
あ
り
方

を
検
討
す
る
。
 

(
1
)
 
教
養
教
育
科
目
に
お
け
る

テ
ー
マ
科
目
に
つ
い
て
、
特
色

づ
け
を
行
い
、
環
境
関
連
科
目

と
し
て
設
置
す
る
。
 

(
2
)
 「
環
境
問
題
へ
の
多
元
的
ア

プ
ロ
ー
チ
」
に
つ
い
て
担
当
教

員
等
の
見
直
し
を
図
り
引
き

続
き
開
講
す
る
。
 

(
1
)
 
履
修
を
促
す
 

   (
2
)
 
同
左
 

(
1
)
 
同
左
 

   (
2
)
 
同
左
 

学
部
専
門
教
育
に
、
環
境
に
関
す

る
科
目
を
設
置
す
る
。

 
(
1
)
 
経
済
学
部
に
お
い
て
平
成

1
9
年
度
か
ら
開
設
し
て
い
る

「
環
境
経
済
学
」
に
つ
い
て
講

義
を
行
う
。
 

(
2
)
 
教
務
企
画
委
員
会
に
お
い

て
今
後
の
環
境
科
目
に
対
す

る
積
極
的
取
り
組
み
を
依
頼

す
る
。
 

人
文
社
会
学
部
に
お
い
て
「
環
境

社
会
学
」
を
開
設
す
る
。
 

    

さ
ら
に
必
要
な
環
境
関
連
科
目

の
開
設
の
可
能
性
に
つ
い
て
検

討
す
る
。

 
   

引
き
続
き
検
討
し
、
充
実
を
図

る
。
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年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

大
学
院
教
育
に
、
環
境
に
関
す
る

科
目
を
設
置
す
る
。

 
(
1
)
 
経
済
学
研
究
科
に
お
い
て

経
済
学
専
攻
及
び
経
営
学
専

攻
の
共
通
科
目
と
し
て
環
境

経
済
論
を
開
設
す
る
。
 

(
2
)
 
人
間
文
化
研
究
科
に
お
い

て
開
発
と
環
境
の
社
会
学
研

究
A
(
開
発
社
会
学
)
を
開
設
す

る
。
 

(
3
)
 
教
務
企
画
委
員
会
に
お
い

て
今
後
の
環
境
科
目
に
対
す

る
積
極
的
取
り
組
み
を
依
頼

す
る
。
 

人
間
文
化
研
究
科
に
お
い
て
開

発
と
環
境
の
社
会
学
研
究
B(
環

境
社
会
学
)を
開
設
す
る
。
 

    

 

更
に
必
要
な
環
境
関
連
科
目
の

開
設
の
可
能
性
に
つ
い
て
検
討

す
る
。

 
    

 

引
き
続
き
検
討
し
、
充
実
を
図

る
。
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方
針
２

 
学
生
の
地
域
社
会
や
学
内
に
お
け
る
環
境
保
全
活
動
へ
の
自
主
的
な
参
画
・
取
り
組
み
に
対
し
て
積
極
的
に
支
援
し
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

環
境
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
活
動
目
的

と
す
る
自
主
的
組
織
的
活
動
主
体

を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
学
生
の

環
境
に
関
す
る
行
動
規
範
を
作
成

す
る
。

 
 

興
味
を
持
っ
た
学
生
と
組
織
設

立
及
び
活
動
内
容
に
つ
い
て
検

討
す
る
。

 

組
織
を
設
立
し
、
下
記
計
画
（
環

境
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
対
す

る
支
援
体
制
構
築
、
放
置
自
転
車

の
再
活
用
）
を
共
同
し
て
実
施
す

る
と
と
も
に
行
動
規
範
を
検
討

す
る
。

 

組
織
活
動
を
継
続
す
る
と
と
も

に
、
行
動
規
範
を
作
成
す
る
。

 
行
動
規
範
の
啓
発
に
努
め
る
。

 

学
生
の
ク
ラ
ブ
・
サ
ー
ク
ル
活
動

の
一
環
と
し
て
行
う
環
境
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
に
対
し
て
支
援
を
行

う
。

 

支
援
の
対
象
と
な
る
活
動
及
び

支
援
の
内
容
を
検
討
す
る
。

 
支
援
を
下
半
期
か
ら
試
行
す
る
。
試
行
の
際
の
問
題
点
を
検
討
し

支
援
を
本
格
実
施
す
る
。

 
引
き
続
き
支
援
を
行
う
。

 

学
生
に
よ
る
放
置
自
転
車
対
策
へ

の
支
援

 
再
活
用
等
の
方
法
を
検
討
す
る
。

 
 

再
活
用
等
の
試
行
を
行
う
。

 
試
行
の
際
の
問
題
点
を
検
討
し

再
活
用
等
を
本
格
実
施
す
る
。

 
引
き
続
き
実
施
す
る
。

 

学
生
の
自
主
的
な
活
動
で
あ
る
大

学
祭
に
お
い
て
、
環
境
に
関
す
る

啓
発
活
動
を
支
援
す
る
。

 
 

「
な
ご
や
・
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
エ

コ
・
ユ
ニ
ッ
ト
」
（
本
学
を
始
め

と
す
る
１
１
大
学
の
学
生
が
参

加
）
の
活
動
の
一
環
と
し
て
大
学

祭
に
お
い
て
実
施
さ
れ
る
環
境

問
題
へ
の
取
組
み
を
支
援
す
る
。

 

同
左

 
同
左

 
同
左
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方
針
３

 
地
球
を
取
り
巻
く
温
暖
化
問
題
、
環
境
保
全
活
動
、
生
物
多
様
性
の
保
全
に
関
連
す
る
学
術
研
究
を
積
極
的
に
推
進
し
、
そ
の
成
果
を
社
会
に
還

元
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
社
会
貢
献
を
し
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

研
究
費
の
重
点
配
分
及
び
公
的
研

究
資
金
や
民
間
研
究
資
金
の
積
極

的
な
獲
得
に
よ
り
、
環
境
問
題
の

解
決
に
資
す
る
学
術
研
究
を
推
進

す
る
。

 
 

・
 
「
環
境
問
題
の
解
決
」
に
向

け
た
研
究
に
対
し
、
特
別
研
究

奨
励
費
を
重
点
配
分
す
る
。

 
・
 
環
境
に
関
す
る
研
究
資
金
の

獲
得
に
向
け
、
積
極
的
・
組
織

的
に
取
り
組
む
。

 

同
左

 
同
左

 
同
左

 

研
究
科
間
や
他
大
学
・
他
研
究
機

関
と
の
連
携
を
図
り
、
環
境
分
野

に
お
け
る
横
断
的
・
学
際
的
な
研

究
活
動
を
推
進
す
る
。

 

大
学
間
連
携
協
定
締
結
校
と
の

間
で
、
環
境
分
野
に
お
け
る
全
学

的
な
連
携
体
制
を
構
築
す
る
。

 
 

協
定
締
結
校
と
環
境
分
野
に
お

け
る
横
断
的
・
学
際
的
な
共
同
研

究
の
展
開
を
図
る
。

 

同
左

 
同
左

 

環
境
分
野
に
お
い
て
、
企
業
、
地

域
社
会
、
行
政
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
連

携
し
た
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推

進
す
る
。

 

環
境
分
野
に
お
い
て
、
名
古
屋
市

等
か
ら
の
受
託
研
究
・
共
同
研
究

を
推
進
す
る
。

 

同
左

 
同
左

 
同
左
 

名
古
屋
市
を
始
め
と
す
る
行
政
機

関
等
の
環
境
政
策
の
形
成
や
発
展

に
積
極
的
に
関
わ
る
。

 

行
政
が
主
催
す
る
委
員
会
や
各
種

イ
ベ
ン
ト
等
に
積
極
的
に
参
画

し
、
環
境
に
関
す
る
情
報
発
信
に

努
め
る
と
と
も
に
、
行
政
や
地
域

の
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
す
る
。
 

同
左

 
同
左

 
同
左
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年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

産
学
連
携
を
推
進
し
、
本
学
が
有

す
る
環
境
関
連
知
的
資
産
の
企
業

等
で
の
活
用
を
図
る
。

 

環
境
に
関
す
る
研
究
成
果
・
知
的

財
産
の
情
報
提
供
に
努
め
る
。
 

同
左

 
同
左

 
同
左
 

環
境
に
関
す
る
国
際
的
な
共
同
研

究
・
支
援
活
動
を
推
進
す
る
。

 
・
 
「

N
A

G
O

YA
環
境
デ
ザ
イ

ン
国
際
会
議
」
を
開
催
す
る
。

 
・
 
環
境
に
関
す
る
海
外
技
術
協

力
を
推
進
す
る
。

 

環
境
に
関
す
る
国
際
的
な
共
同

研
究
・
海
外
技
術
協
力
を
推
進
す

る
。

 

同
左

 
同
左
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方
針
４

 
環
境
に
関
連
し
た
公
開
講
座
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
を
地
域
社
会
や
企
業
な
ど
と
連
携
し
て
積
極
的
に
開
催
し
、
も
っ
て
環
境
配
慮
の
啓
発
活
動
を

通
し
て
地
域
社
会
に
貢
献
し
、
地
球
に
優
し
い
活
動
に
持
続
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

環
境
に
関
す
る
各
種
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
・
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
な
ど
、
一

般
市
民
か
ら
専
門
職
業
人
ま
で
を

対
象
と
す
る
多
様
な
生
涯
学
習
の

展
開
を
図
る
。

 

本
学
が
主
催
す
る
市
民
公
開
講

座
な
ど
に
お
い
て
、
環
境
に
関
す

る
講
座
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、

他
機
関
と
連
携
し
、
公
開
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
を
開
催
す
る
。

 

本
学
が
主
催
す
る
市
民
公
開
講

座
な
ど
に
お
い
て
、
環
境
に
関
す

る
講
座
を
実
施
す
る
。

 

同
左

 
同
左

 

名
古
屋
市
教
育
委
員
会
等
と
協
力

し
、
環
境
に
関
す
る
初
等
中
等
教

育
に
積
極
的
に
取
り
組
む
。

 

小
学
校
等
に
お
い
て
「
環
境
問

題
」
に
関
す
る
講
義
を
実
施
す

る
。

 

同
左

 
同
左

 
同
左

 

環
境
に
関
す
る
各
種
イ
ベ
ン
ト
に

積
極
的
に
参
加
し
、
市
民
の
意
識

啓
発
に
努
め
る
。

 

「
環
境
デ
ー
な
ご
や
」
な
ど
に
出

展
し
、
本
学
の
環
境
に
関
す
る
取

組
み
を
広
報
す
る
と
と
も
に
市

民
の
意
識
啓
発
に
努
め
る
。

 

同
左

 
同
左

 
同
左
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※
 
今
後
、
新
た
な
施
設
が
加
わ
っ
た
場
合
は
、
目
標
数
値
の
見
直
し
を
行
う
も
の
と
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

方
針
５

 
環
境
負
荷
低
減
の
た
め
に
、
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
に
沿
っ
て
環
境
行
動
計
画
（
エ
コ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
プ

ラ
ン
）
を
策
定
し
、
キ
ャ
ン
パ
ス
内
で
光
熱
水
料
の
節
減
を
始
め
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
資
源
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、
実
践
し
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

自
動
車
燃
料
の
総
使
用
量
に
つ
い

て
、
平
成

23
年
度
ま
で
に
平
成

19
年
度
比
で
概
ね

7％
の
削
減
を

め
ざ
す
。

 

19
年
度
比

1.
7％
の
削
減

 
19
年
度
比

3.
3％
の
削
減

 
19
年
度
比

5.
0％
の
削
減

 
19
年
度
比

7.
0％
の
削
減

 

用
紙
類
使
用
量
に
つ
い
て
、
平
成

23
年
度
ま
で
に
平
成

19
年
度
比

で
概
ね

4％
の
削
減
を
め
ざ
す
。

 

19
年
度
比

1％
の
削
減

 
19
年
度
比

2％
の
削
減

 
19
年
度
比

3％
の
削
減

 
19
年
度
比

4％
の
削
減

 

古
紙
、
び
ん
、
缶
、
ペ
ッ
ト
ボ
ト

ル
に
つ
い
て
、
資
源
化
率
１
０

０
％
を
維
持
す
る
。

 

資
源
化
率

10
0％
を
継
続
す
る
。

 
同
左

 
同
左

 
同
左

 

一
般
廃
棄
物
（
感
染
性
一
般
廃
棄

物
を
除
く
）
の
排
出
量
に
つ
い
て
、

平
成

23
年
度
ま
で
に
平
成

19
年

度
比
で
概
ね

4％
の
削
減
を
め
ざ

す
。

 

19
年
度
比

1％
の
削
減

 
19
年
度
比

2％
の
削
減

 
19
年
度
比

3％
の
削
減

 
19
年
度
比

4％
の
削
減
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※
 
今
後
、
新
た
な
施
設
が
加
わ
っ
た
場
合
は
、
目
標
数
値
の
見
直
し
を
行
う
も
の
と
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

病
院
に
お
い
て
排
出
す
る
医
療
廃

棄
物
（
感
染
性
一
般
廃
棄
物
、
感

染
性
産
業
廃
棄
物
、
非
感
染
性
産

業
廃
棄
物
）
に
つ
い
て
、
適
正
な

回
収
・
処
理
に
努
め
、
汚
染
を
防

止
す
る
。

 

適
正
処
理
を
継
続
す
る
。

 
同
左

 
同
左

 
同
左

 

単
位
面
積
当
た
り
の
電
気
使
用
量

を
、
平
成

23
年
度
ま
で
に
平
成

19
年
度
比
で
概
ね

4％
の
削
減
を

め
ざ
す
。

 

19
年
度
比

1％
の
削
減

 
19
年
度
比

2％
の
削
減

 
19
年
度
比

3％
の
削
減

 
19
年
度
比

4％
の
削
減

 

単
位
面
積
当
た
り
の
都
市
ガ
ス
使

用
量
を
、
平
成

23
年
度
ま
で
に
平

成
19
年
度
比
で
概
ね

4％
の
削
減

を
め
ざ
す
。

 

19
年
度
比

1％
の
削
減

 
19
年
度
比

2％
の
削
減

 
19
年
度
比

3％
の
削
減

 
19
年
度
比

4％
の
削
減

 

単
位
面
積
当
た
り
の
上
水
使
用
量

を
、
平
成

23
年
度
ま
で
に
平
成

19
年
度
比
で
概
ね

4％
の
削
減
を

め
ざ
す
。

 

19
年
度
比

1％
の
削
減

 
19
年
度
比

2％
の
削
減

 
19
年
度
比

3％
の
削
減

 
19
年
度
比

4％
の
削
減

 

ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
工
事
の
実
施

 
留
学
生
宿
舎
３
階
を
実
施

 
留
学
生
宿
舎
２
階
を
実
施

 
留
学
生
宿
舎
１
階
を
実
施
し
、
留
学

生
宿
舎
の
除
去
工
事
を
完
了
、
総
合

情
報
セ
ン
タ
ー
川
澄
分
館
を
実
施

 

実
施
予
定
な
し

 

-
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※
 
今
後
、
新
た
な
施
設
が
加
わ
っ
た
場
合
は
、
目
標
数
値
の
見
直
し
を
行
う
も
の
と
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

省
エ
ネ
改
修
工
事
の
実
施

 
・
 
医
学
部
基
礎
教
育
棟
１
Ｆ
ホ

ー
ル
の
照
明
を
自
動
化
､
省
ｴ
ﾈ

型
に
改
修
（

LE
D
ﾀ
ﾞ
ｳ
ﾝ
ﾗ
ｲ
ﾄ
採

用
）

 
・
 
医
学
部
基
礎
教
育
棟
の
ﾄ
ｲﾚ
の

照
明
を
自
動
化
､
便
器
･
手
洗
い

の
自
動
化
・
節
水
型
器
具
へ
改

修
 

・
 
看
護
学
部
棟
の
熱
源
を
ｴ
ﾈﾙ
ｷ
ﾞ

ｰ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
か
ら
の
冷
温
水
供
給
へ

切
替

 

医
学
部

R
I棟
の
熱
源
を
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ
か
ら
の
冷
温
水
供
給
へ
切
替

 
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
の
冷
却
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
､

冷
水

2
次
ﾎ
ﾟ
ﾝﾌ
ﾟ
に
ｲ
ﾝ
ﾊ
ﾞｰ
ﾀ
ｰ制
御

装
置
を
設
置

 

総
合
情
報
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
川
澄
分
館
の
熱

源
を
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
か
ら
の
冷
温

水
供
給
へ
切
替

 

薬
学
部
改
築

(第
１
期

)に
係
る
環

境
対
策

 
(研
究
棟
・
実
習
棟

) 

・
 
ｷ
ｬ
ﾝﾊ
ﾟ
ｽﾓ
ｰ
ﾙ
(ｱ
ﾄ
ﾘｳ
ﾑ
)に
自
然
換

気
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
と
地
熱
利
用
の
ｸ
ｰ
ﾙ
ﾁ
ｭ
ｰ

ﾌ
ﾞ
を
採
用

 
・
 
研
究
棟
妻
面
に
ﾀ
ｲ
ﾙ
ﾙ
ｰ
ﾊ
ﾞ
ｰ
を

設
置
し
､日
射
負
荷
を
低
減

 
・
 
ｷ
ｬ
ﾝﾊ
ﾟ
ｽﾓ
ｰ
ﾙ
(ｱ
ﾄ
ﾘｳ
ﾑ
)及
び
研
究

棟
窓
ｶ
ﾞ
ﾗ
ｽ
に
断
熱
性
に
優
れ
た

ﾍ
ﾟ
ｱ
ｶﾞ
ﾗ
ｽを
採
用

 
･
 
ﾄ
ｲ
ﾚ
は
照
明
及
び
便
器
･
手
洗

い
水
栓
を
自
動
化
・
節
水
型
器

具
を
採
用

 
･
 
研
究
室
等
の
照
明
･
誘
導
灯
は

高
効
率
型
器
具
を
採
用

 
･
 
屋
上
緑
化
･壁
面
緑
化
の
採
用

 

同
左

 
 

 

緑
化
整
備

 
緑
化
率

 
・
川
澄
 
 

22
％

 
・
田
辺
通
 

24
%

 
・
山
の
畑
 

30
%

 
・
北
千
種
 

29
%

 
（
名
古
屋
市
緑
の
ま
ち
づ
く
り

条
例
よ
り
、

20
%
以
上
必
要
）

 

緑
化
率

 
・
川
澄
 
 
同
左

 
・
田
辺
通
 

25
%

 
・
山
の
畑
 
同
左

 
・
北
千
種
 
同
左

 

同
左

 
緑
化
率

 
・
川
澄
 
 
同
左

 
・
田
辺
通
 

26
%

 
・
山
の
畑
 
同
左

 
・
北
千
種
 
同
左
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※
 
今
後
、
新
た
な
施
設
が
加
わ
っ
た
場
合
は
、
目
標
数
値
の
見
直
し
を
行
う
も
の
と
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 そ
の
他
の
取
組

 
（
大
学
）

 
・
 
研
究
活
動
に
伴
っ
て
発
生
す
る
廃
棄
物
（

RI
汚
染
物
、
有
機
溶
剤
等
廃
液
、
薬
剤
、
バ
イ
オ
ハ
ザ
ー
ド
廃
棄
物
等
）
の
適
切
な
処
理
の
確
認
及
び
発
生
量
を
把
握
す
る
。

 
・
 
キ
ャ
ン
パ
ス
内
全
面
禁
煙
を
継
続
す
る
。

 
（
生
協
）

 
・
 
レ
ジ
袋
の
削
減

 
・
 
ゴ
ミ
の
分
別
回
収
の
た
め
の
ゴ
ミ
箱
の
点
検
と
再
配
置
を
推
進
す
る
。

 
・
 
食
堂
か
ら
の
生
ゴ
ミ
の
廃
棄
量
を
減
ら
す
。

 
・
 
食
堂
で
の
自
家
製
弁
当
や
丼
の
容
器
に
リ
サ
イ
ク
ル
容
器
を
導
入
す
る
。

 
・
 
廃
油
の
業
者
回
収

 
・
 
学
生
へ
の
ゴ
ミ
分
別
、
減
量
の
取
組
み
に
つ
い
て
の
注
意
喚
起

 
    

方
針
６

 
附
属
病
院
お
よ
び
事
務
部
門
に
お
い
て
は
、
物
品
調
達
に
際
し
て
グ
リ
ー
ン
購
入
の
推
進
を
図
る
と
と
も
に
、
設
備
・
機
材
等
の
利
用
に
あ
た
っ

て
廃
棄
物
の
減
量
化
と
リ
サ
イ
ク
ル
資
源
の
活
用
を
推
進
し
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

名
古
屋
市
グ
リ
ー
ン
購
入
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
従
い
グ
リ
ー
ン
購
入
を

推
進
し
、
指
定
品
目
に
つ
い
て

10
0％
の
達
成
を
め
ざ
す
。

 

グ
リ
ー
ン
購
入

10
0%
を
継
続
す

る
。

 
同
左

 
同
左

 
同
左
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方
針
８

 
生
物
多
様
性
条
約
第

10
回
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
）
を
積
極
的
に
支
援
し
、
同
時
に
環
境
配
慮
指
針
「
Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
あ
い
ち
・
な
ご
や
エ
コ
・

イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
」
を
尊
重
し
、
そ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
検
討
し
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
く
。

 

年
 
度
 
計
 
画

 
計
画
目
標

 
20
年
度

 
21
年
度

 
22
年
度

 
23
年
度

 

Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
開
催
に
向
け
、
名
古
屋

市
等
に
対
し
、
科
学
的
知
見
に
基

づ
く
提
言
等
を
行
う
。

 

・
 
本
学
教
員
が
「
生
物
多
様
性

な
ご
や
戦
略
策
定
会
議
」
に
参

画
し
、
戦
略
策
定
に
向
け
た
提

言
を
行
う
。

 
・
 
「
生
物
多
様
性
」
に
関
す
る

名
古
屋
市
等
か
ら
の
受
託
研

究
・
共
同
研
究
を
推
進
す
る
。

 

同
左

 
同
左

 
 

企
業
セ
ミ
ナ
ー
、
市
民
フ
ォ
ー
ラ

ム
を
開
催
す
る
な
ど
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
の
開
催
に
向
け
、
企
業
・
市
民
・

学
生
等
の
意
識
啓
発
を
図
る
。

 

・
 
企
業
を
対
象
と
す
る
連
続
セ

ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
。

 
・
 
生
物
多
様
性
科
学
研
究
会
と

連
携
し
、
市
民
フ
ォ
ー
ラ
ム
を

開
催
す
る
。

 
・
 
市
民
公
開
講
座
な
ど
に
お
い

て
、
「
生
物
多
様
性
」
に
関
す

る
講
座
を
実
施
す
る
。

 

同
左
 

同
左
、
及
び
、
 

生
物
多
様
性
を
テ
ー
マ
と
し
た

学
術
集
会
を
開
催
す
る
。
 

 

Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
事
務
局
へ
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ
プ
に
よ
る
学
生
の
派
遣

 
 

大
学
と
し
て
経
済
的
支
援
等
を

行
い
、
年
１
～
２
名
の
学
生
を
派

遣
す
る
。
 

同
左

 
同
左
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【中期計画 200、年度計画 203】 

公立大学法人名古屋市立大学次世代育成支援行動計画 

 

１ 趣 旨  

  この計画は、次世代育成支援対策推進法及び男女共同参画社会基本法の趣旨に基づ

き、教職員の子育て、家庭生活と仕事の両立を可能にする労働環境の整備に対する名

古屋市立大学の基本方針と具体的な行動計画を定めたものである。 

 

 

２ 計画期間等  

（１）計画期間 

   ２００８年４月１日から２０１１年３月３１日まで 

 

（２）計画の見直し 

   計画期間中における社会状況の変化や職員からの要望等をふまえ、本計画を弾力

的に見直し、変更できるものとする。 

 

 

３ 目標と対策  

（１）子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境

の整備に関する事項 

 

目標１ 妊娠・出産、育児に関する諸制度の利用促進を図る。 

【対策】 

○ 妊娠・出産・育児のための勤務時間の短縮措置、子の看護のための休暇、出産

に対する経済的支援措置等、教職員の仕事と育児の両立を支援する制度全般につ

いて、大学内の Web サイト等を通じて制度の内容等に関する情報提供を行う。 

○ 本人あるいは配偶者の出産を予定している職員及び子どもを養育する職員が利

用できるように、両立支援制度の周知を徹底し、利用促進を図る。 

 

目標２ 男性教職員の、出産や育児にかかわる制度を整備し、利用促進を図る。 

 【対策】 
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○ 配偶者の出産のための休暇拡充に関する検討を行い、制度の改正を行う。 

○ 配偶者の妊娠及び出産に伴い、男性教職員が利用できる両立支援制度の周知・

啓発を行い、利用の促進を図る。 

 

目標３ 子育てを行う教職員の実態に応じた支援制度の導入を検討する。 

 【対策】 

○ 子育てを行う職員の早朝・夜間・休日労働の免除、勤務時間のシフト変更など、

子育てを行う教職員の実態に応じた新しい両立支援制度の導入を検討する。 

○ 制度の改正を行った場合、周知・啓発を十分に行い、利用の促進を図る。 

 

目標４ 子育てを行う全ての教職員が利用できる学内保育所を整備し、運営を行う。 

 【対策】 

○ 子育てを行う全ての教職員が利用できる学内保育所を 2007 年度中に整備し、

2008 年 4 月から運営を行う。 

○ 夜間保育(24 時間)や病児・病後児保育を実施し、子育てを行う教職員の実態に

応じた利用環境を提供する。 

 

 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備に関する事項 

 

目標１ 所定外労働を削減するための措置を講ずる。 

 【対策】 

○ ノー残業デー、ノー残業ウィークの設定など、残業をしない意識改革のための

取り組みを行う。 

○ 所定外労働を少なくするため、事務の簡素化、合理化を推進する。 

 

目標２ 年次有給休暇の取得促進を図るための措置を講ずる。 

【対策】 

○ 年次有給休暇の取得計画表作成などによって、年次有給休暇の計画的取得、年

次有給休暇を取得しやすい環境づくりに努め、取得促進を図る。 

○ 管理職が率先して年次休暇を取得し、積極的に他の職員にも休暇取得を促す。 

 

目標３ フレックスタイム制度など、仕事と生活の両立を支える制度の新設を検討

する。  
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 【対策】 

○ フレックスタイム制度など職場の実態に応じた柔軟な働き方に関する新制度の

導入を検討する。 

○ 制度の改正を行った場合、周知・啓発を十分行い、利用の促進を図る。 

 

 

（３）その他次世代育成支援対策に関する事項 

 

目標１ 地域の子どもの学習活動等へ参画し、地域社会における子育て支援への貢

献を図る。 

 【対策】 

○ 本学の教員が小中高校へ出向き、専門分野の内容を分かりやすく教える、「教え

て博士！なぜ？なに？ゼミナール」の実施など、子どもの学習活動へ参画し、地

域社会における子育て支援を推進する。 

○ バナナの皮から紙をつくる、バナナペーパープロジェクトを通じて、次世代を

担う子ども達への環境教育を推進する。 
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【参考】 

「大学ランキング」から見る名古屋市立大学（1999 年版～2010 年版） 

ラ ン キ ン グ 分 野 １９９９年版 ２００１年版 ２００３年版 ２００５年版 ２００６年版 ２００７年版 ２００８年版 ２００９年版 ２０１０年版 

後輩へのお薦め度     偏差値 51.26（31 位）     

教育体制（学生数）  評価点 3．41（26 位）   偏差値 54.19（15 位）     

授業内容（シラバスと一致）     偏差値 51.74（29 位）     

大学生活（楽しい）     偏差値 51.75（20 位）     

教養教育の充実度（視野を拡げる科目）         偏差値 51.24（25 位）

専門教育の充実度（専門を学ぶ基礎教育）         偏差値 51.00（27 位）

      （仲間の考えから学び合う）         偏差値 54.52（３位）

（仲間への説明機会が多い）         偏差値 52.09（19 位）

（仲間と協力して取り組む）         偏差値 51.28（22 位）

学生の満足度 

 

＊脚注 参照 

（教員との一体感）         偏差値 51.15（31 位）

教員 1 人当たり学生数（少ない） (美術) １位（芸工） 9．8 人（16 位） 8．9 人（11 位） 10．7 人（24 位） 9．1 人（15 位） 9．2 人（16 位） 11 人（30 位）  ― 9．2 人（15 位）

学生 1 人当たり校舎面積（広い）  48．3 ㎡（17 位） 44．8 ㎡（25 位） 43 ㎡（25 位） 43．5 ㎡（22 位） 43．0 ㎡（26 位） 42．0 ㎡（28 位） 42．0 ㎡（34 位） 41．1 ㎡（33 位）

図書館総合（学生 1 人当たり数値：蔵書・貸出数等）  ５位 ５位 10 位 ― ８位 12 位 16 位

学位授与 博士号 課程博士  ― ― 55 件（36 位） 45 件（44 位） 50 件（49 位） 64 件（38 位） 60 件（45 位） 62 件（46 位）

         論文博士  ― 44 件（28 位） ― ― ― 43 件（24 位） 46 件（22 位） 39 件（22 位）

博士課程学生の学部・大学院学生数に占める割合    8．5％（24 位） 8．0％（26 位）

教員純血率（経済学部）自校出身者比率 ―  ― ― ― 9．1％（33 位） ― ― 10．3％（29 位）

教 育 

教員の博士号取得者比率（経済学部）   ― ― ― 45．5％（29 位） ― ― 56．4％（23 位）

国家試験合格（率） 医師 96．3％（６位） 91．1％（41 位） 95．0％（13 位） 95．2％（11 位） 91．5％（34 位） 91．9％（33 位） 89．0％（43 位） 91．3％（41 位）

          薬剤師  61．9％（43 位） 65．4％（44 位） ― ― 77．8％（37 位） 59．8％（42 位） 68．9％（42 位） 70．9％（45 位）

     （率・人）看護師  98．8％（24 位） 100％（１位） 80 人（30 位） 72 人（55 位） 80 人（42 位）

就 職 

      （人） 保健師     ― 66 人（54 位）  78 人（69 位） 80 人（50 位）

医学部（2003～：医・歯・薬・看護・保健分野） （医学分野） 68 

（74 東大理Ⅲ） 

（医学分野） 68

（73 東大理Ⅲ）

74

（82 東大理Ⅲ）

75 

（84 東大理Ⅲ）

75

（82 東大理Ⅲ）

77 

（86 東大理Ⅲ） 

76 

（86 東大理Ⅲ） 

77

（85 東大理Ⅲ）

68

（73 東大理Ⅲ）

薬学部（2003～：医・歯・薬・看護・保健分野） 

 

（薬学分野） 64 

（70 東大理Ⅰ） 

（薬学分野） 64

（69 東大理Ⅰ）

68 70 71 70 69 70 66

看護学部（2003～：医・歯・薬・看護・保健分野） 

 

― （看護保健） 57

（62 神戸大医）

56 56 57 56 54 53 57

経済学部（2003～法・経済・経営・商分野） （経済商学） 60 

（73 東大文Ⅱ） 

（経済商学） 58

（71 東大文Ⅱ）

58

（80 東大文Ⅰ）

59

（81 東大文Ⅰ）

61

（80 東大文Ⅰ）

62 

（80 東大文Ⅰ） 

62 

（79 東大文Ⅰ） 

61

（82 東大文Ⅰ）

61

（72 東大文Ⅰ）

人文社会学部（2005～文・外国語・教育系分野） 

        （2010 年版は社会・国際分野） 

（文・外国語）61 

（72 東大文Ⅲ） 

（学際系）  61

（73 東大文Ⅲ）

（人間・生活系）61

（73 一橋社会）

62

（78 東大文Ⅲ）

63

（77 東大文Ⅲ）

63 

（78 東大文Ⅲ） 

61 

（77 東大文Ⅲ） 

61

（79 東大文Ⅲ）

61

（68 一橋社会）

入試難易度 

（国公立） 

 

＊表中（ ）は、

最も難易度の高い

大学の偏差値と大

学名・学部名であ

る 

芸術工学部（2005～芸術分野） 

    （2001・03・10 年版は理・工・理工分野） 

（芸術・体育）53 

（58 筑波芸術） 

54

（70 東大理Ⅰ）

53

（76 東大理Ⅰ）

54

（60東京芸大美術）

54

（62 東京芸大美術）

55 

（63 東京芸大美術） 

54 

（64 東京芸大美術）

54

（64 東京芸大美術） 

55

（71 東大理Ⅰ）

入試倍率 一般入試の倍率（国公立）経済学部    ― 6．3（11 位）

入試問題 英語の良問（量・記述式・出題分野・難易度等） ― 15 点（27 位） 18 点（21 位） 13 点（37 位） 17 点（26 位） 19 点（16 位） ― 12 点（48 位）
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ラ ン キ ン グ 分 野 １９９９年版 ２００１年版 ２００３年版 ２００５年版 ２００６年版 ２００７年版 ２００８年版 ２００９年版 ２０１０年版 

ISI 総合引用度指数（5 年間）  99（49 位） 99（54 位） 99（54 位） 106．9（47 位） 107（42 位） 116．3（17 位） 125．0（５位）

   生物学、生化学   ― ― ― 131．4（８位） 127．7（14 位） 134．0（11 位） ― 

   微生物学  ― 130（９位） 130（９位） 109．7（６位） 110．1（6 位） 106．0（９位） ― 

   臨床医学   ― ― ― ― 102．0（6 位） 120．3（5 位） 137．2（１位）

   精神医学、心理学      ― 119．8（５位） ― 122．6（３位）

書誌引用データベース「Scopus」掲載論文（５年間） 

   教員 1 人当たりの論文数 

      

 

 

4．5（33 位） 

 

4．5（38 位） 9．54（33 位） 9．86（34 位）

   １論文当たり被引用件数       5．79（１位） 6．05（１位）

教員１人当たりの被引用件数       

ライフサイエンス 

2 位 

ヘルスサイエンス 

3 位 

― 59．7（14 位）

   ｈ-index 総合（5 年間）        37（31 位） 41（25 位）

電子ジャーナル「サイエンス ダイレクト」 

   論文掲載数（全体） 

   

115（35 位）

 

121（47 位）

   

   生化学・遺伝子学・分子生物学   36（15 位） 47（29 位）    

免疫学・微生物学   20（12 位） ―    

医学    ― 69（23 位）    

化学論文抄録誌 

日本の大学（総合大学）教員 1 人当たり 

（大学全体論文数） 

211 件（45 位） 0．49（16 位） 0．76（20 位） 0．86（20 位） 0．94 件（19 位）

 

0．77 件（21 位） 

 

0．69 件（21 位） 0．88 件（15 位） 0．98 件（13 位）

国際経済学術誌（5 年間） 15 件（23 位） 12 件（32 位） ― 6 件（18 位） ６件（15 位） 6 件（16 位） 2 件（24 位） ― ― 

科学研究費補助金 総額 3．0 億（42 位） 3．5 億（39 位） 3．6 億（43 位） 4．5 億（40 位） 4．9 億（38 位） 5．3 億（36 位） 5．5 億（40 位） 5．8 億（41 位） 5．7 億（40 位）

  教員 1 人当たり 105 万（33 位） 126 万（25 位） 111 万（43 位） 138 万（39 位） 148 万（40 位） 159 万（36 位） 171 万（29 位） 198 万（24 位） 163 万（32 位）

  基盤 B（医歯薬）  １億 770 万（14 位） 4170 万（34 位） 8010万（19位） 8380 万（22 位） 9140 万（17 位） 7750 万（22 位） 6070 万（29 位） 5100 万（30 位）

  基盤 C（医歯薬）  ― 5710 万（26 位） ― ― ― ― 7930 万（12 位） 6840 万（14 位）

生物学萌芽（薬学）（2005 医歯薬）   ― 1970 万（14 位） ― ― 370 万（10 位） 350 万（14 位） ― 

財団の助成金 大学全体 3223 万（27 位） 2012 万（59 位） 3556 万（24 位） 1745万（56位） 2502 万（37 位） 1148 万（62 位） ― 2073 万（40 位） 2452 万（38 位）

研 究 

 

＊2008 年版の 

「Scopus」に係る

ライフサイエン

ス・ヘルスサイエ

ンスの順位は１論

文当たり被引用件

数 

 

  教員１人当たり 111 千（17 位） ― 108 千（17 位） ― ― ― ― ― 70．5 千（31 位）

 「１９９９年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）    「２００７年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）  

   「２００１年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）    「２００８年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）  

「２００３年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）    「２００９年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部） 

「２００５年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）    「２０１０年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）より抜粋 

「２００６年版 大学ランキング」（朝日新聞社出版本部）     

 ＊注 「学生の満足度」ランキングについて 

     ○ベネッセ教育研究開発センターが実施したアンケート調査結果によるランキング。   

      ・アンケート調査対象は、（株）ベネッセコーポレーションの通信教育講座（進研ゼミ高校講座）終了後、進学した大学の情報を 

       レポートしている学生（ゼミレポーター）で、自分の所属している大学について回答した結果を集計したもの。 
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